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Ⅰ.研究の背景と目的 

近年の日本では，少子高齢化の加速に伴い，生産性の高い労働人口の不足が顕

在化しつつあり，日本経済の持続可能な発展を制約する重要な要因の1つとなって

いる（財務総合政策研究所，2020；Dai and Hatta，2019）。この問題を緩和する

ために，外国人労働者の受入れや高齢者の再雇用などの対策も講じられているが，

日本社会に最も期待されているのは女性の更なる活躍である。  

過去長い間に，多くの先進諸国と比べ，日本の女性就業率が低かったことは，

国内外に知られている（OECD，various years）。特に結婚・出産・育児年齢層の

女性就業率がさらに低くなる傾向があり，年齢別の女性就業率の変化を描くと，

M字形の曲線（M字カーブ）になると指摘されている（MHLW，2001；OECD，20

12；武石，2006）1。また，地域別を見ると，大都市圏ではこうした現象が地方圏

よりも深刻であると見られている（安部・近藤・森，2008；橋本・宮川，2008）。

こうした特徴があるから，日本の女性就業率について，まだ大きな上昇余地があ

ると期待されてきているのである。 

一方，近年では，女性の学歴の上昇と就業意欲の増強に加え，日本政府による

女性の社会進出への様々な支援も実施されており，日本における女性の就業率が

すでにOECD諸国の平均値を上回る水準まで上昇している（OECD，2017；総務省

統計局，各年）。にもかかわらず，日本における女性の就業機会・労働環境に対

する国内外の評価は依然として厳しい。女性就労者全体の内，非正規労働者の割

合がかなり高い水準にとどまっていると同時に，大都市など，就労者が集中して

いる一部の地域における結婚・出産・育児年齢層の女性からは，その環境につい

て，非常に多くの不満の声が上がっている（男女共同参画局，2013；厚生労働省，

2020a）。日本の女性の更なる活躍を促進するために，その就業実態を地域別・年

齢層別で詳しく考察する必要がある。  

本研究は，1980年～2015年の国勢調査（人口センサス）の公表データを用いて，

日本の地域別・年齢層別女性就業率の特徴・差異とその変化を考察し，女性就業

率の影響要因を探るものである。本文は4章から構成される。第2章では，47の都

道府県について，第3章では，20の政令指定都市について，女性就業率の特徴・差

異と変化を考察する。最後の第4章では，本稿の主な考察結果を要約したうえ，日

本における女性の更なる活躍の促進するための若干の対策を提言する。  

 
1 M字カーブとは，主に日本や韓国で見られる，年齢層別の女性就業率の特徴を示したものである

。それは，就職時にいったん上昇した就業率が，結婚・出産・育児期において就業を控えるため，

就業率が下がり，これらの時期が一段落した後，再び就業率が上昇するといった傾向である。年齢

層別に就業率を図示すると，「M」字となるため，M字カーブと呼んでいる。  
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Ⅱ.女性就業率の変化―年齢層別，都道府県別― 

1. 日本全国における女性就業率の変化 

 データは，政府統計（e-stat）から，国勢調査による，全国および各都道府県に

おける人口および就業者数を使用した。分析期間は 1980～2015 年で，5 年おきに

記録があるため，8 時点となる。両者とも 5 歳ごとの年齢層別に記録があるが，就

業率を問題としているため，就業可能年齢である 15～19 歳を起点に，70～74 歳ま

での 12 年齢区分を採用する。また，男性就業率との比較も考えられるが，女性の

みの分析と結果が大きく変わる様子はないので，女性就業率だけを取り上げる。

なお，就業率は単純に就業者数を人口で割ったものとするが，就業者数の正規・

非正規の区別はない。 

 図 1 は，各年齢層別の女性就業率を時系列で比較したものである。いずれの年

も 15～19 歳と 70～74 歳の層が低いが，就学年齢であることと，老後に該当する

時期であることを考えると自然である。ただし，2015 年の直近になるにつれて，

15～19 歳の就業率は減少傾向，70～74 歳の就業率は上昇傾向となっている。  

 次に，20～24 歳の層について，2000 年まではこの層の就業率が最大で，それ以

降は最大ではなくなっている。それ以降は，2015 年の就業率が最大であるが，25

～29 歳，30～34 歳の層においては，1980 年から飛躍的に上昇している。  

 

図 1 各年齢層別女性就業率の時系列推移（全国，単位：％） 
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 これらを踏まえたうえで，いくつか指摘をしておきたい。  

 ①女性就業率は全体的に上昇している。  

 ②1980 年と比較して，M 字カーブはかなり緩やかになっている。 

 

 これらの指摘においては，女性の社会進出が，徐々に高まってきているといえ

る。もちろん，1980 年と 2015 年では時代背景が異なる。1990 年のバブル経済が

終了するまでは，男性優位の社会であった。女性が 4 年制大学に進学することは

珍しく，2 年制の短期大学が主流だった。そして，就職後数年間で退職，結婚と

いったいわゆる「寿退社」が一般的な形であった。しかも，長く在籍する女性に

対しては，「お局様」と呼ばれ，居心地の悪い職場環境を余儀なくされていた。

図 1 の分析初期時点において，20～24 歳層の就業率が非常に高く，25～29 歳層で

一気に就業率が低下しており，この様子が顕著にみられる。  

 もっとも，M 字を実現するためには，該当（育児）年齢層の女性が就業しなく

ても生活できる環境が必要である。例えば，男性就業者の収入で，配偶者の女性

や，子供を養う必要がある。おそらく，1990 年代まではそれが可能であったと見

ることができるだろう。となると，女性の社会進出が進んできた現在のほうが，

無就業のまま生活することが難しくなっていると見ることもできる。  

 一方で，20 歳代，30 歳代で就業を控えていた層も，40 歳代で就業率が上昇して

いることから，無就業を長期間維持することは難しいといえる。  

 

 

図 2 各年齢層別女性就業率の歴史的推移（全国，単位：％） 
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 そこで，5 年ごとの調査により，対象者の年齢も 5 歳増えることを見越して，そ

れぞれの世代別に，時間を経過による就業率の変化を概観する。図 2 は，1980 年

時点における各年齢層の就業率が，その後どのように変化したかを図示したもの

である。例えば，1980 年時点で 15～19 歳の層は，1985 年には 20～24 歳の層とな

り，2015 年には 50～54 歳の層となる。よって，この年齢層の場合，1985 年の 20

～24 歳で就業率がピークとなり，その後就業していない時期が続くが，40 歳代に

なって，再び就業率が上昇している。この年齢層が，女性社会をけん引している

ようにみえる。 

 次に，1980 年時点で 20～24 歳の層は，結婚，出産の適齢期が，バブル期という

こともあって，1990 年までは就業率が低いものの，40 歳代を過ぎてからは就業率

を上げている。ただし，2015 年においては，60 歳が見える年齢のためか，就業率

が下降気味である。こうやって見てみると，いずれの年齢層も 50 歳前後に当たる

年で，就業率が最大になっている。これは，一度就業から外れていた女性が復職

しやすい年齢であると考えられるが，日本の場合，一度就職した職場に復職でき

る可能性は驚くほど低く，おそらく別の職場での就業である可能性が高い。もし

くは，「パート」と呼ばれる，非正規雇用が非常に多いのではとも考えられる。

例えば，安部・近藤・森（2008）は，非正規雇用を含まない，正規雇用のみのデ

ータを用いて分析しているが，これだと，年齢層が上がっても女性就業率はそれ

ほど伸びていないことが分かる。したがって，この差は非正規雇用であると考え

られる。 

 一方で，このような傾向は，若い時代の時代背景が異なっていても，50 歳前後

になると時代関係なく，一定の女性が正規非正規関係なく就業しているといった，

興味深い状況を示しているともいえる。  

 

2. 各都道府県における就業率の変化 

 次に，全国で見られた就業率の傾向が，都道府県別で見た場合に，どのような

共通点ないしは違いが見られるのか検討する。 

 まず，図 3 から図 5 は，各年齢層別の女性就業率を全国と都道府県の代表事例

として，九州 8 県で比較したものである。時点は，図 3 が 1980 年，図 4 が 2000

年，図 5 が 2015 年である。これらの図を通じて分かることは，女性就業率が，全

国に近づいていく様子である。もちろん，M 字カーブが緩やかになっている点も

見逃せない。少なくとも，九州 8 県においては，女性就業率の地域間格差が縮小

されつつあると見ることができる。  
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図 3 各年齢層別女性就業率（1980 年，全国および九州 8 県，単位：％） 

 

 

図 4 各年齢層別女性就業率（2000 年，全国および九州 8 県，単位：％） 

 

 

図 5 各年齢層別女性就業率（2015 年，全国および九州 8 県，単位：％） 
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表 1 各年齢層別女性就業率の 47 都道府県における最大値，最小値，変動
係数 

  1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

最大  15-19 23.95 20.50 19.86 17.35 16.92 18.18 16.10 15.41 

（％）  20-24 82.15 81.78 83.58 79.05 74.72 71.01 71.35 72.14 

 25-29 71.74 74.65 77.12 75.34 75.47 75.86 76.55 81.41 

 30-34 70.91 74.78 74.28 71.85 71.17 72.78 74.72 78.70 

 35-39 77.78 78.65 80.63 78.28 76.28 75.46 76.08 81.22 

 40-44 79.94 81.68 83.60 83.49 82.30 80.53 79.11 83.49 

 45-49 79.45 79.98 81.91 82.19 82.51 82.45 81.46 83.67 

 50-54 73.30 74.21 76.84 78.06 78.22 77.74 79.23 82.10 

 55-59 63.71 62.74 64.85 67.97 69.64 70.61 71.16 76.08 

 60-64 53.89 51.24 50.03 50.56 49.71 51.26 53.96 59.17 

 65-69 43.91 40.95 39.51 40.46 36.85 37.35 36.72 41.63 

 70-74 27.93 28.39 26.80 29.25 27.47 27.28 24.66 27.85 

 15-74 61.88 60.54 60.25 60.59 59.48 59.81 60.28 63.10 

 25-39 72.78 76.11 77.53 75.28 74.38 74.64 75.76 80.43 

          

最小  15-19 10.01 9.66 10.07 9.12 9.86 10.44 8.89 8.68 

（％）  20-24 54.13 57.15 60.95 55.87 54.37 51.56 51.03 47.84 

 25-29 37.25 42.39 50.09 54.90 59.27 60.55 62.16 59.05 

 30-34 32.83 36.16 37.56 39.83 44.74 51.64 54.95 55.11 

 35-39 41.26 43.13 45.07 45.29 47.01 51.26 52.42 53.86 

 40-44 47.30 50.86 51.18 52.83 54.81 58.59 56.49 56.65 

 45-49 48.34 51.17 53.11 54.01 56.55 62.29 60.19 59.46 

 50-54 45.07 45.65 47.89 50.40 51.91 56.05 60.33 60.89 

 55-59 38.40 37.73 38.68 41.89 42.95 45.96 49.44 58.16 

 60-64 27.01 27.69 27.12 28.18 28.35 28.71 33.39 39.75 

 65-69 15.26 17.67 18.38 19.36 18.13 18.90 19.59 23.88 

 70-74 7.34 8.29 10.43 11.71 11.40 11.10 11.81 13.67 

 15-74 37.28 38.80 40.32 42.12 42.67 44.44 44.92 48.33 

 25-39 36.93 40.68 44.57 47.47 51.53 55.11 56.60 55.85 

          

変動  15-19 0.1435 0.1365 0.1285 0.1066 0.1183 0.1350 0.1395 0.1405 

係数  20-24 0.0791 0.0731 0.0625 0.0628 0.0697 0.0728 0.0756 0.0821 

 25-29 0.1605 0.1382 0.1004 0.0699 0.0550 0.0532 0.0522 0.0642 

 30-34 0.1873 0.1800 0.1655 0.1369 0.1087 0.0899 0.0820 0.0844 

 35-39 0.1559 0.1412 0.1403 0.1344 0.1166 0.0977 0.0955 0.0924 

 40-44 0.1337 0.1094 0.1084 0.1088 0.0989 0.0824 0.0835 0.0828 

 45-49 0.1241 0.1055 0.0950 0.0938 0.0892 0.0740 0.0725 0.0734 

 50-54 0.1164 0.1058 0.0970 0.0890 0.0855 0.0761 0.0701 0.0687 

 55-59 0.1276 0.1161 0.1031 0.0940 0.0900 0.0818 0.0754 0.0707 

 60-64 0.1712 0.1582 0.1420 0.1293 0.1166 0.1084 0.0878 0.0819 

 65-69 0.2346 0.2124 0.1924 0.1807 0.1708 0.1515 0.1224 0.1103 

 70-74 0.2990 0.2780 0.2489 0.2324 0.2187 0.2055 0.1647 0.1456 

 15-74 0.1149 0.0993 0.0860 0.0778 0.0730 0.0690 0.0665 0.0685 

 25-39 0.1634 0.1478 0.1297 0.1074 0.0877 0.0786 0.0764 0.0801 
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 次に，全国との比較において，1980 年は福岡県，長崎県および沖縄県が全国を

下回る就業率となっている。以降，2000 年と 2015 年は長崎県も全国を上回るが，

福岡県と沖縄県は，依然として全国を下回っている。福岡県は，後の分析でも明

らかになるが，九州一の経済県であるため，女性就業率が全国よりも低い傾向に

あることがうかがえるが，沖縄県の女性就業率が低いのは，逆に経済が発展して

いないからではないかと思われる。  

 そこで，分析を 47 都道府県に広げ，統計的に分析する。表 1 は，各年齢層別女

性就業率の，47 都道府県における最大値，最小値および変動係数（47 都道府県の

人口加重なしの単純標準偏差を単純平均で割ったもの）を示したものである。例

えば，最大値でいえば，15～19 歳の層において，1980 年の 23.95％から 2015 年に

は 15.41％まで減少している。また，20～24 歳の層においても，82.15％から 72.1

4％まで減少している。一方で，それ以降の 60～64 歳の層までにおいては，2015

年が他の年と比較して，就業率が高いことが分かる。その結果，本章の対象年齢

全てとなる 15～74 歳までの就業率は，61.88％から 63.10％への微増に終わってい

るものの，育児年齢期にあたる 25～39 歳の女性就業率は 72.78％から 80.43％まで

増加している。この傾向は，最小値についても概ね同様であるが，増加幅が大き

く異なる。15～74 歳の全体でいえば，37.28％から 48.33％に，25～39 歳の層でい

えば，36.93％から 55.85％（2010 年が最高で，56.60％）にそれぞれ大きく上昇し

ている。つまり，学生期である 20 代前半までは，就業率が伸びないものの，それ

以降の就業率は上昇傾向にあり，都道府県単位でも，女性の社会進出が徐々に進

んできていることが分かる。と同時に，就業率が低いとされている都道府県で上

昇傾向が見られる。 

 次に，変動係数を見てみると，25 歳以上の年齢層で減少傾向にある。例えば，

25～29 歳の層において，1980 年の 0.1605 から 2010 年には 0.0522 まで減少してい

る（ただし，2015 年は 0.0642 とやや増加）。一方，図 2 で見られる 50 歳前後で

就業率が（再び）最大になる点について，45～49 歳の層と 50～54 歳の層を見てみ

ると，都道府県の最大値，最小値では必ずとはいえないものの，変動係数が比較

的低いことが分かる。つまり，このあたりの年齢の女性は全国的に経済活動を行

っている人が多いといえる。 

 結果，15～74 歳の全体でいえば，1980 年の 0.1149％から 2010 年には 0.0665 に，

25～39 歳の層でいえば，0.1634 から 0.0764 にまで減少している（ただし，いずれ

も 2015 年はわずかに上昇している）。変動係数は地域間格差を示すバロメータに

なるため，数字が下がるほど地域間格差が縮小傾向にあるといえる。つまり，女

性の社会進出は，全国的な傾向で，最大値と最小値の差が依然として存在するも

のの，格差がなくなる方向で進んでいるといえる。  
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 第 3 に，47 都道府県の具体的な就業率状況を全国と比較した。表 2 は，各都道

府県における 15～74 歳の女性就業率を全国と比較したもので，表 3 は，25～39 歳

の女性就業率を全国と比較したものである。いうまでもなく，プラスだと全国よ

りも高い就業率を示し，マイナスだと全国よりも低いことを示すが，全国の就業

率もあわせて示しているので，プラス・マイナスを計算したものが各都道府県に

おける就業率となる。また，黄色く塗りつぶした都道府県は，後に分析する政令

指定都市が含まれている都道府県である。  

 表 2 において，期間中ずっとマイナスを示した都道府県として，北海道，埼玉

県，千葉県，神奈川県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，福岡県および沖縄県

が挙げられる。これらの都道府県は，北海道と沖縄県を除いて，比較的経済が発

展している都道府県であるといえる。一方で，福井県や島根県など，全国よりも

10％前後就業率が高い都道府県も存在する。  

 多くの都道府県で，就業率の全国との差が縮小傾向にあるが，逆に拡大した都

道府県も存在する。就業率が上昇する方向で格差が拡大した県として，青森県や

山形県などが挙げられるが，福岡県と沖縄県を除く九州 6 県もその傾向が強い。

長崎県は，マイナスからプラスに転じたうえで就業率がさらに上昇している。一

方で，東京都は，就業率が悪化する方向で差が広がっている。  

 表 3 において，期間中ずっとマイナスを示した都道府県として，北海道，埼玉

県，千葉県，神奈川県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県および沖縄県が挙げら

れる。また，2015 年に，東京都の 25～39 歳の女性就業率が最も低くなっているこ

とも確認できる。一方で，全国よりも 10％前後就業率が高い都道府県は比較的多

く，岩手県，秋田県，山形県，新潟県，富山県，石川県，福井県，鳥取県，島根

県および佐賀県などが挙げられる。  

 なお，2 つの表における政令指定都市を含む都道府県については，全般的にマ

イナスないしは若干のプラスにとどまるケースが多く，県庁所在市の政令指定都

市への移行が遅かった新潟県および熊本県がその例外であるといえる。  
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表 2 15～74 歳の女性就業率の全国と 47 各都道府県との差異（単位，％） 
 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

全国  47.99 49.00 50.35 51.07 50.80 51.24 51.63 53.63 

北海道  -3.81 -4.27 -3.39 -2.56 -2.21 -2.71 -1.85 -1.95 

青森県  1.83 0.90 1.36 1.27 1.91 1.32 1.60 3.05 

岩手県  7.92 7.68 7.48 6.03 5.72 4.88 3.88 5.95 

宮城県  -0.68 -0.18 0.10 -0.61 -0.65 -1.16 -1.18 -0.20 

秋田県  2.65 2.69 2.70 0.91 1.94 2.10 2.55 3.99 

山形県  7.88 8.07 7.48 5.79 6.53 6.77 6.70 8.37 

福島県  7.52 7.11 5.83 3.76 3.69 3.04 2.05 3.10 

茨城県  2.21 1.33 0.78 0.06 0.53 0.35 0.40 0.94 

栃木県  5.29 5.00 3.97 2.97 3.25 2.80 2.48 1.91 

群馬県  4.28 3.26 2.85 2.18 2.76 2.92 2.62 3.53 

埼玉県  -4.89 -3.06 -2.27 -2.03 -1.62 -1.25 -1.18 -0.94 

千葉県  -5.04 -3.75 -2.60 -2.10 -2.00 -1.98 -2.13 -1.85 

東京都  -2.07 -0.57 0.23 0.14 -0.45 -2.57 -2.63 -4.80 

神奈川県  -8.53 -5.94 -4.65 -3.89 -3.65 -2.58 -3.63 -3.72 

新潟県  8.89 6.83 6.25 5.86 5.12 5.56 5.53 6.35 

富山県  9.69 8.58 7.59 7.98 7.52 7.77 7.65 8.10 

石川県  9.22 7.99 7.51 7.27 6.71 6.69 7.55 7.01 

福井県  13.88 11.54 9.90 9.51 8.69 8.56 8.65 9.46 

山梨県  4.46 3.94 3.55 3.09 3.90 4.05 3.22 4.27 

長野県  11.60 10.81 9.24 8.51 8.44 7.94 7.45 7.94 

岐阜県  6.96 5.86 4.73 3.69 3.93 4.43 4.35 5.58 

静岡県  5.82 6.04 6.19 5.97 5.69 5.81 5.12 5.33 

愛知県  2.34 2.38 2.45 2.31 2.32 2.38 2.02 1.68 

三重県  1.56 1.80 1.49 1.96 1.78 2.65 2.99 3.04 

滋賀県  1.81 0.53 -0.20 0.23 0.62 1.54 1.56 1.93 

京都府  -1.08 -1.58 -1.39 -1.30 -1.97 -1.29 -0.24 -0.56 

大阪府  -6.37 -5.33 -4.89 -4.70 -5.49 -5.29 -5.15 -5.13 

兵庫県  -6.23 -5.75 -5.50 -5.59 -4.79 -3.86 -3.29 -3.26 

奈良県  -10.71 -10.20 -10.03 -8.95 -8.12 -6.80 -6.71 -5.30 

和歌山県  -3.12 -3.34 -3.41 -2.89 -2.73 -1.32 -0.71 0.45 

鳥取県  13.50 11.51 9.64 8.85 8.16 7.15 7.47 7.67 

島根県  11.49 9.98 7.65 7.58 6.52 6.64 7.79 9.39 

岡山県  4.63 3.22 1.73 1.74 1.31 1.19 1.65 2.74 

広島県  2.32 1.36 0.91 1.28 1.16 1.58 1.45 1.37 

山口県  1.91 1.13 0.58 1.54 1.11 1.45 0.97 1.18 

徳島県  4.40 2.68 1.22 0.62 0.14 0.10 0.57 1.53 

香川県  5.33 3.61 2.55 2.80 2.88 2.66 3.08 2.78 

愛媛県  2.05 1.27 -0.16 -0.21 -0.48 -0.30 0.94 2.36 

高知県  7.50 5.29 4.19 4.50 3.93 3.45 2.76 2.51 

福岡県  -3.54 -4.23 -3.62 -2.74 -2.08 -1.64 -1.07 -1.36 

佐賀県  6.12 4.55 4.49 4.79 4.69 5.44 6.11 7.21 

長崎県  -2.08 -2.82 -2.09 -0.95 -0.29 0.76 2.00 3.38 

熊本県  3.59 2.94 2.58 2.47 3.04 4.06 4.00 4.73 

大分県  1.70 -0.04 -0.48 0.20 0.66 1.57 2.01 3.09 

宮崎県  6.06 4.78 3.93 4.21 4.01 4.32 4.91 5.42 

鹿児島県  3.30 1.12 -0.99 -0.44 0.50 1.70 3.06 3.77 

沖縄県  -7.66 -6.03 -5.09 -5.42 -3.90 -4.16 -2.42 -2.81 
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表 3 25～39 歳の女性就業率の全国と 47 各都道府県との差異（単位，％） 
 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 

全国  49.17 52.28 55.56 56.92 59.10 60.64 62.40 65.04 

北海道  -5.79 -6.03 -3.95 -2.62 -1.56 -2.37 -0.64 -1.45 

青森県  5.77 4.34 5.42 4.79 5.22 5.48 7.10 9.25 

岩手県  13.39 12.95 12.82 9.91 8.85 8.93 8.45 10.56 

宮城県  4.13 5.11 5.13 3.59 2.05 0.60 0.30 2.18 

秋田県  12.92 13.71 13.64 10.69 10.00 9.81 9.98 11.78 

山形県  23.60 23.83 21.97 18.36 15.28 14.00 12.60 14.02 

福島県  13.21 13.43 12.50 8.77 6.43 4.94 3.23 5.31 

茨城県  0.49 0.37 -0.32 -1.32 -0.74 -0.18 1.06 3.01 

栃木県  5.27 5.03 3.15 1.51 1.90 1.77 1.78 1.70 

群馬県  3.98 2.36 1.50 0.80 1.45 2.82 3.25 5.35 

埼玉県  -7.36 -6.07 -6.64 -5.96 -3.86 -2.04 -1.35 -0.53 

千葉県  -7.56 -6.08 -5.22 -4.16 -3.13 -2.68 -2.72 -1.90 

東京都  -0.43 -0.16 0.82 2.03 0.98 -4.34 -4.93 -9.19 

神奈川県  -10.71 -9.12 -7.98 -5.71 -4.63 -3.31 -5.80 -5.64 

新潟県  18.15 16.80 15.85 13.25 10.88 11.29 10.67 11.83 

富山県  17.80 17.83 15.83 13.35 11.93 12.13 12.34 13.18 

石川県  17.33 16.10 14.31 11.90 10.88 10.25 11.81 11.18 

福井県  22.78 19.94 16.90 14.24 11.68 11.39 12.09 13.69 

山梨県  6.64 4.97 3.41 2.12 2.69 3.38 3.14 5.60 

長野県  14.22 12.07 8.59 6.12 5.14 5.07 5.71 7.14 

岐阜県  7.77 5.87 3.52 1.90 2.55 3.82 4.08 5.59 

静岡県  4.25 3.88 3.00 2.53 2.78 3.76 3.59 5.22 

愛知県  0.21 -0.91 -2.32 -2.31 -1.28 -0.21 -0.48 -0.26 

三重県  2.54 2.97 1.17 1.12 1.36 2.72 3.30 3.65 

滋賀県  0.31 0.07 -0.97 -1.59 -1.41 -0.21 0.36 1.33 

京都府  -1.88 -2.50 -2.26 -1.56 -1.80 -0.76 0.96 1.24 

大阪府  -8.20 -7.94 -7.87 -6.50 -6.76 -5.54 -5.58 -5.62 

兵庫県  -8.43 -8.08 -7.70 -7.11 -5.49 -3.51 -2.79 -2.35 

奈良県  -12.25 -11.60 -10.99 -9.45 -7.57 -4.73 -4.25 -1.19 

和歌山県  -2.94 -2.88 -3.56 -3.62 -3.88 -0.76 0.67 2.45 

鳥取県  17.58 15.93 14.82 12.96 11.52 10.66 12.43 12.35 

島根県  16.96 15.88 14.87 13.80 12.13 12.31 13.36 15.39 

岡山県  3.51 1.88 1.02 1.97 2.10 2.69 3.70 5.38 

広島県  0.38 -0.57 -0.62 -0.01 0.47 1.90 1.42 1.80 

山口県  -1.26 -2.04 -1.27 0.59 1.46 2.70 2.26 3.03 

徳島県  8.44 6.62 5.59 4.28 2.63 3.15 3.88 6.20 

香川県  6.67 5.35 4.78 4.18 3.47 3.44 4.79 5.89 

愛媛県  0.52 0.12 -0.66 -0.30 -0.27 -0.51 2.30 4.91 

高知県  10.65 9.10 10.38 10.67 8.88 7.39 5.55 5.27 

福岡県  -3.27 -3.90 -2.07 -0.47 0.02 -0.01 0.00 -1.13 

佐賀県  11.59 9.72 10.13 8.83 7.16 7.99 8.92 10.82 

長崎県  1.51 0.77 2.84 3.73 3.65 5.08 6.60 8.36 

熊本県  9.34 8.22 8.90 8.33 7.64 7.95 6.30 7.01 

大分県  1.17 -0.28 0.94 1.96 2.21 3.02 4.09 6.28 

宮崎県  8.88 8.33 8.93 7.91 6.77 6.87 7.76 8.77 

鹿児島県  0.26 -1.58 -0.46 0.63 1.82 2.59 4.21 5.25 

沖縄県  -0.76 -0.67 -0.14 -0.95 -0.05 -1.84 -0.34 -2.37 
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Ⅲ. 女性就業率の変化―年齢層別，政令指定都市別― 

1. 対象都市と使用データ 

図 6 政令指定都市の位置  表 4 政令指定都市一覧  

  

 （注）人口は 2015 年国勢調査による  

 本章では，20 の政令指定都市における年齢層別にみた女性就業率の変化の，都

市による差異について考察する。使用するデータは「政府統計の総合窓口（e-

Stat）」から入手した。『国勢調査』における政令指定都市別・性別・年齢階層

別の就業者数，完全失業者数，非労働力人口から，女性の年齢階層別就業率を求

めた（就業率＝就業者数／（就業者数＋完全失業者数＋非労働力人口）×100）。

1985〜2015 年まで 7 時点のデータを整理した。 

 図 6 に，現在 20 市ある政令指定都市の位置を，表 4 にその一覧をそれぞれ示す。

就業率データは，現時点での政令指定都市について，現在の市域に相当する過去

の市町村のデータを集計して作成した。例えば，埼玉県さいたま市は，2003 年 4

月に当時の浦和市・大宮市・与野市が合併して政令指定都市（さいたま市）に移

行した後，2005 年 4 月に岩槻市を編入している。したがって，1985 年から 2000

年までの「さいたま市」の就業率は，浦和市・大宮市・与野市・岩槻市の就業者

数・失業者数等の数字を合計した結果から計算した。  
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2. 年齢別女性就業率の年次推移 

図 7 政令指定都市の年齢階級別女性就業率の年次推移（単位：％）  

 

 図 7 は，1985 年，1995 年，2005 年，2015 年における政令指定都市の年齢階級

別女性就業率のグラフである。これを見ると，①政令指定都市においても女性の

就業率は「M 字カーブ」を描いていることが確認できる。また，②「M 字の深さ」

（20 代後半から 30 代における就業率の落ち込み）は年を経るごとに小さくなると

ともに，谷底に当たる年齢階級が 30 代前半から 30 代後半へ変化していることも

わかる。さらに，③都市による就業率のばらつきが徐々に小さくなっている。例

えば，1985 年における 30〜34 歳の就業率は，最も高い新潟市（57.5％）と最も低

い横浜市（34.0％）で 23.4 ポイントの差があるのに対して，2015 年においては，

最も高い新潟市（77.1％）と最も低い堺市（65.8％）との差は 11.4 ポイントと，

1985 年の半分以下になっている。 

 こうした変化の背景には，女性の晩婚化と少子化が進んでいるという要因が大

きいと見られている。 
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3. 女性就業率からみた政令指定都市間の差異 

図 8 政令指定市の年齢階級別女性就業率（1985 年，単位：％） 

 

 図 8 は，1985 年における政令指定都市ごとの年齢階級別女性就業率のグラフで

ある。これを見ると，政令指定都市の中で女性就業率が相対的に低い都市として，

札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・横浜市・川崎市・堺市・神戸市・北九州

市を挙げることができる。これらの都市は，首都圏・地方中枢都市・重厚長大産

業都市のいずれかに属している。逆に女性就業率が高いのは，新潟市・静岡市・

浜松市・岡山市・熊本市などの比較的最近政令指定都市に移行した都市である。

これらは人口規模も相対的に小さく，1985 年当時は政令指定都市ではなかった都

市である。なかでも新潟市は，20〜44 歳の就業率は極めて高いものの，60 歳以上

の就業率が相対的に低いという特徴的な構造になっている。 

 図 9 は，2015 年における政令指定都市の年齢階級別女性就業率のグラフである。

2015 年において女性就業率が相対的に低い都市は，札幌市・仙台市・さいたま

市・千葉市・横浜市・堺市・神戸市などの都市である。1985 年と比べると，北九

州市の女性就業率はやや向上している。女性就業率が高い都市としては，新潟

市・静岡市・浜松市・岡山市・熊本市を挙げることができる。これらの地方圏都

市は，1985 年から継続的に高い就業率を維持している。  
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図 9 政令指定市の年齢階級別女性就業率（2015 年，単位：％） 

 

 そこで次に，1985 年から 2015 年にかけての，政令指定都市における子育て世代

（25〜44 歳）の女性就業率ランキングの推移を見てみよう。図 10 は横軸に年，縦

軸に子育て世代の女性就業率の政令指定都市内での順位を取り，その推移をグラ

フにしたものである。これを見てもやはり，新潟市・静岡市・浜松市・岡山市・

熊本市の女性就業率が持続的に高いことが確認できる。一方で，首都圏のさいた

ま市・千葉市・横浜市と大阪圏の神戸市・堺市の女性就業率は 30 年間にわたって

低迷していることが見てとれる。  

図 10 政令指定都市の子育て世代女性就業率ランキングの推移 
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 このような政令市ごとの女性就業率の差異はどのような要因によって起こって

いるのだろうか。『平成 29 年就業構造基本調査』によると，子育て世代女性の就

業希望者（何か収入になる仕事をしたいと思っている者）のうち非求職者（就業

活動をしていない者）の非求職理由（就業活動をしない理由）は，図 11 のように

なっている。 

 「出産・育児のため」が全体のほぼ 3 分の 2 を占めており，これが女性就業率

に強い影響を与えているものと考えられる。実際，地方圏にある新潟・熊本・静

岡・浜松・岡山などの市では，3 世代世帯の割合が高く（図 12），出産・育児に

おいて祖父母のサポートを得られやすいことが，これらの市の女性就業率が高い

理由の 1 つになっている可能性が高い。 

 また，都市の産業構造も女性の就業率に大きく影響しているとみられる。例え

ば，同じ関西圏では，サービス業のプレゼンスが高い大阪における女性の就業率

は，製造業もかなり重要である堺や神戸より高い。同様に，九州では，サービス

業のプレゼンスが高い福岡・熊本における女性の就業率は，日本の重工業の発祥

地北九州より高い（表 5）。 

図 11 子育て世代女性の非求職理由（単位：％）  

 

（出所）『平成 29 年就業構造基本調査』より作成  
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図 12 6 歳未満の子供がいる夫婦世帯に占める 3 世代世帯割合の推移（単位：％）  

 

（注）6 歳未満の親族のいる世帯数の統計表において，夫婦と子のいる世帯数を分母に，夫婦と

子と親のいる世帯数を分子にとった割合を計算した。 

（出所）『国勢調査』より作成  

 

表 5 政令指定都市の市内総生産と産業構成（単位：百万円） 

 

（注）2015 年度の札幌市・さいたま市・大阪市・神戸市・広島市・北九州市は『大都市比較統

計年表』に，熊本市は『市町村民経済計算』に，それ以外は『県民経済計算』による  
（出所）内閣府『県民経済計算』，大都市統計協議会『大都市比較統計年表』，熊本市『市町

村民経済計算』より作成 
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Ⅳ. 分析結果の要約と提言 

１． 分析結果の要約 

本稿は『国勢調査』における地域別・性別・年齢階層別の人口数と就業者数に

関する統計データ（1980～2015年）を用いて，日本の地域別・年齢階層別の女性

就業率の特徴・差異・変化を考察した。主な分析結果は次のように要要約できる。  

 

（１） 先行研究で指摘されているように，日本の年齢階層別女性就業率は，M字

カーブで描かれる。即ち，卒業後の就職期にいったん上昇した就業率が，

結婚・出産・育児期において著しく下がり，その後大きく上昇して50歳前

後から下落していくといった時系列な変化は，はっきりと確認できる。 

（２） 1980～2015年の間に，どの年齢層においても，女性の就業率が顕著に上昇

した。特に，25～29歳層と30～34歳層の就業率は，飛躍的に上昇した結果，

上述したM字カーブが大きく緩和されている。  

（３） 47の都道府県において，M字カーブの底値に対応する年齢層は，晩婚化に

伴い，1980年代の30～34歳または25～29歳から2015年の30～34歳へ変化し

た。出産・育児年齢層を中心に，普通の地方圏自治体よりも，核家族世帯

の比率が高い3大都市圏にある都・府・県または政令指定都市の所在県の

女性の就業率が総じて低い。ただし，経済発展が遅れている県（沖縄など）

では，雇用機会が相対的に少ないので，女性の就業率も低い。 

（４） 20の政令指定都市において，M字カーブの底値に対応する年齢層は，1980

年代の30～34歳から2015年の35～39歳へ変化した。25～39歳の年齢層を中

心に，地方圏都市よりも3大都市圏にある都市の女性の就業率が総じて低

い。また，サービス業を主要産業とする都市よりも，製造業のプレゼンス

が高い都市の女性の就業率が相対的に低い。  

（５） 上述した事実から，日本の女性の就業問題の核心は大都市圏や地方圏主要

都市における20代後半～30代後半層の低就業率であることがわかる。出

産・育児年齢層女性への支援不足や女性に歓迎される就労機会の不足は，

20代後半～30代後半層の低就業率の主な原因になっていると推測できる。 

 

 注意すべきことは，本稿において，就業者の仕事の性格（正規・非正規）を区

別せず，就業率は単純に就業者数を人口で割ったものとしている。非正規雇用率

の高い地域の女性就業率を相対的に過大評価している可能性がある。また，上の

分析結果の内，第（2）点については，慎重に解釈する必要がある。確かに，統計

上は，1980～2015 年の間に，20 代後半～30 代の女性就業率が顕著に上昇してお
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り，M 字カーブが大きく緩和されているように見えるが，この 35 年間に，女性の

結婚率が大きく下がっているとともに，女性の特殊出生率（1 人の女性が一生の

うちに出産する子供の平均数）も 1980 年の 1.75 人から 2015 年の 1.45 人に大きく

下落したという事実も見逃せない（表 6）。出産・育児のための退職などのケー

スが顕著に減少している「おかげ」で，結果的に M 字カーブは緩和されていると

みられるが，出産・育児期の働く女性が抱えている悩みは本当に解消されている

わけではない。このような M 字カーブの緩和は，少子高齢化の進行に拍車をかけ，

中長期的には若い労働人口の更なる不足を引き起こすかもしれない。  

 

表6 日本の人口動態（1960～2020年） 

 

（出所）厚生労働省（2020b） 

人 口 千 対

出　生　数 自然増減数 婚姻件数

1960 昭和 35 年 1 606 041  899 442  866 115 9.3 2.00
1970 45 1 934 239 1 221 277 1 029 405 10.0 2.13
1980 55 1 576 889  854 088  774 702 6.7 1.75
1985 60 1 431 577  679 294  735 850 6.1 1.76
1986 61 1 382 946  632 326  710 962 5.9 1.72
1987 62 1 346 658  595 486  696 173 5.7 1.69
1988 63 1 314 006  520 992  707 716 5.8 1.66
1989 平成 元 年 1 246 802  458 208  708 316 5.8 1.57
1990 2 1 221 585  401 280  722 138 5.9 1.54
1991 3 1 223 245  393 448  742 264 6.0 1.53
1992 4 1 208 989  352 346  754 441 6.1 1.50
1993 5 1 188 282  309 750  792 658 6.4 1.46
1994 6 1 238 328  362 395  782 738 6.3 1.50
1995 7 1 187 064  264 925  791 888 6.4 1.42
1996 8 1 206 555  310 344  795 080 6.4 1.43
1997 9 1 191 665  278 263  775 651 6.2 1.39
1998  10 1 203 147  266 663  784 595 6.3 1.38
1999 11 1 177 669  195 638  762 028 6.1 1.34
2000 12 1 190 547  228 894  798 138 6.4 1.36
2001 13 1 170 662  200 331  799 999 6.4 1.33
2002 14 1 153 855  171 476  757 331 6.0 1.32
2003 15 1 123 610  108 659  740 191 5.9 1.29
2004 16 1 110 721  82 119  720 418 5.7 1.29
2005 17 1 062 530 △  21 266  714 265 5.7 1.26
2006 18 1 092 674 8 223  730 973 5.8 1.32
2007 19 1 089 818 △  18 516  719 822 5.7 1.34
2008 20 1 091 156 △  51 251  726 106 5.8 1.37
2009 21 1 070 036 △  71 829  707 740 5.6 1.37
2010 22 1 071 305 △ 125 709  700 222 5.5 1.39
2011 23 1 050 807 △ 202 261  661 898 5.2 1.39
2012 24 1 037 232 △ 219 127  668 870 5.3 1.41
2013 25 1 029 817 △ 238 621  660 622 5.3 1.43
2014 26 1 003 609 △ 269 416  643 783 5.1 1.42
2015 27 1 005 721 △ 284 789  635 225 5.1 1.45
2016 28  977 242 △ 330 916  620 707 5.0 1.44
2017 29  946 146 △ 394 421  606 952 4.9 1.43
2018 30  918 400 △ 444 070  586 481 4.7 1.42
2019 令和 元 年  865 239 △ 515 854  599 007 4.8 1.36
2020 ＊ 2  840 832 △ 531 816  525 490 4.3 1.34

年　　次 
婚姻率

合計特殊
出生率
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２． 提言 

本稿の分析結果に示されるように，過去30数年間に，日本における女性の就業率

が顕著に上昇しているが，その代償として，女性の晩婚化・未婚化が進み，出生

率も大幅に低下している。日本が直面している人口減少・労働人口減少問題を抜

本的に改善するためには，単なる女性就業率の上昇だけでなく，女性の家庭活動

（結婚・出産・育児）と社会的活躍の両立を促進しなければならない。このよう

な目標を達成するためには，次の対策を提言したい。 

 

（１） 働く若い女性が集中している大都市では，親世代からの直接な育児支援が

得られにくいので，公的資金の投入を増大し，公共財としての保育施設・

保育サービスおよび保育従事者の拡充を一層推進しなければならない。  

（２） 北九州のような製造業のプレゼンスの高い都市では，女性就業率の改善の

ためにも，人口減少に歯止めをかかるためにも，女性が働きやすいサービ

ス産業の発展を重視するとともに，結婚・出産・育児年齢層女性に優しい

企業への奨励制度を構築すべきである。 

（３） 2020年のコロナ流行に伴って導入されている在宅勤務（テレワーク）など

柔軟性のある多様な就労形態を制度化し，出産・育児年齢層女性および男

性による活用を推進すべきである。  

（４） 社会全体のデジタル革命を大胆に推進し，女性の能力・優位性を発揮でき

る情報コンテンツ産業・文化産業・オンライン医療・オンライン教育・オ

ンライン旅行などを振興させるとともに，3大都市圏を中心とする産業立

地構造と都市システム構造を徐々に地方中枢都市・地方特色都市がより重

要な役割を果たせる空間構造へ変化させる。これによって，働く男女の職

住距離が短縮され，家庭活動と仕事の両立がより容易になるとともに，親

世代との生活上の相互サポートおよび地域コミュニティからの支援も大都

市より期待できる。 
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